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研究成果の概要（和文）：本研究は企業で働く人を対象として、同じ職場・チームの中で働き方や働く価値観が
異なる人たちが一緒に働くこと（働き方のダイバーシティと定義）が、働く人にどのような心理的影響をもたら
しうるか、またそれを改善する方法について実証研究を行った。(1) 企業で働く人を対象としたインターネット
調査を用いた統計分析から現代日本で働く人の価値観の種類を抽出して尺度を作成した。(2) 複数の企業で企業
内アンケート調査を行って職場間の比較分析を行った。(3) 上記結果をもとに働き方のダイバーシティに関する
理論構築を試み、ダイバーシティの影響に関する先行研究との整合性を検討した。

研究成果の概要（英文）：This research aimed to figure out the psychological consequence of work 
style diversity in workplaces, and potential moderator of the effect of the diversity. In this 
research, I defined work style diversity as variance of actual work style or of members’ attitudes 
about what they work for. First, I conducted an internet survey of employees who work in Japan and 
asked about their values toward working in the companies they work for. I also developed an original
 scale for this research using the survey data. Second, I conducted two organizational surveys and 
compared employees’ morale between workplaces with different degree of work style diversity within 
each organization. Third, based on the results above, we tried to construct a theory about work 
style diversity, and examined similarities and differences between this research and other prior 
research about workplace diversity.

研究分野： 社会心理学

キーワード： 働き方　ダイバーシティ　組織風土

  ３版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
学術的意義は、従来は違う研究対象として扱われた「働き方」の研究と、職場のダイバーシティの研究、つまり
「互いに特徴が異なる人が一緒に働く」ことの研究を繋いだことにある。このことで、職場のダイバーシティの
研究で得られた知見（e.g., ダイバーシティがもたらす影響、組織風土醸成や職務特性による改善）の援用の可
能性や、働き方という問題の更なる理解への道がひらけたと考えられる。社会的意義としては、現在推し進めら
れている「働き方改革」に関し、価値観が異なる人が一緒に働く難しさを定量的に示すとともに、改善方法とし
て「多様な価値観を受容する組織風土醸成」の必要性を改めて示したことに価値があると考えられる。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

2017 年の研究開始当初より、日本では「働き方改革」の推進が急務とされている。この動き
には少なくとも 2つの側面があり得ると考えられる。具体的には、(1)働く人全体の働き方を改
めること（e.g., 労働時間の一律削減）もあれば、(2)働くことに対して多様な価値観や習慣を
持つ人が一緒に働く（e.g., 個人のニーズに応じてテレワークを使用する者と使用しない者が
一緒に働くこと）という側面が考えられる。上記(1)の側面に関しては、労働経済学の観点から、
働く人の残業時間とメンタルヘルスについて行われた実証研究や（山本・黒田, 2014）、女性の
キャリア観や支援施策の影響について行われた実証研究など（佐藤・武石, 2014）が行われて
おり、総じて、既存の働き方を改めることが当人にとって有用であると示されている。 

一方で、上記(2)の側面に関する研究はごく限られている。「働き方改革」の中には、一律で
全労働者に施策をあてはめるのみではなく、多様な人が、個々人の価値観やライフスタイルに
合った働き方を選択できるようにする側面もあると考えられる。そして、近年の企業事例の中
には、多様な働き方をするメンバーが混在することで、コミュニケーションが失敗した、ある
いは相互にコンフリクト（葛藤）が増加した事例なども知られている（石塚（2016）の資生堂
の事例など）。従って、「働き方改革」に関する研究を行う上では、そのメリットに注目した上
記(1)の研究を行うとともに、デメリットに注目した上で克服方法を探る上記(2)のような研究
も求められる。 

こうした問題意識に関連する点として、我々は「職場のダイバーシティ」（workplace 
diversity）に関する研究に従来から取り組んできた。ここでのダイバーシティとは、ある集団
に占める多様な人の割合、つまり何らかの属性の分散の程度を指している。アメリカを中心に
行われた先行研究では、特に「チーム」や「職場」という中規模の単位に注目した場合、(1)
ダイバーシティが高まると正負両面の影響が生じるために「絶対に良い影響がある」とはいえ
ないこと、そして(2)ダイバーシティの効果の有無を議論する以上に、「どうすればダイバーシ
ティの影響を好転させられるか」という点や、ダイバーシティの影響が好転する状況要因の研
究が重要とされている（e.g., Joshi & Roh, 2009; Williams & O’Reilly, 1998）。日本にお
いても我々を中心に、職場のダイバーシティの影響は取り組む仕事の特徴や組織風土によって
異なることが示されてきた（e.g., 正木, 2019; 正木・村本, 2017, 2018）。 
 
２．研究の目的 

本研究では以上の内容を踏まえて、産業・組織心理学や社会心理学、経営学を中心に行われ
ているダイバーシティの研究の枠組みに基づいて、「多様な働き方をする人が同じ職場に混在す
ること」が、そこで働く人に対してどのような心理的影響をもたらすか、実証的に検討するこ
とを目的とした。ただし「働き方のダイバーシティ」を明示的に扱った先行研究はほとんどな
かったことから、次の 3つの段階で探索的に研究を遂行するよう計画した。 
 
(1) 現代日本における「働く価値観」の測定方法の検討 

まず、現代の日本で働く人がどのような価値観のもとで働いているのか、実証的に検討した。
多様な企業に勤める会社員に対してウェブ調査を実施し、働くことに求めるものを「何が必ず
必要か」および「何があるとよりよいか」に区別し、調査を行った。この調査を通じて、本研
究の主眼である「働き方のダイバーシティ」の基礎となるもの、いわば「働き方」のレパート
リーを抽出し、新たな質問項目を必要に応じて作成することを目指した。 
 
(2) 上記質問項目を用いた企業調査 

次に上記質問項目を用いた企業調査を試みた。本研究の主眼は「働き方のダイバーシティ」
にあり、何らかの集団や職場を同定し、その中で働き方や、その根底にある「働く価値観」の
ばらつきを特定する必要がある。そのため本研究では、いくつかの企業を対象に、その企業内
で「働き方のダイバーシティ」が高い職場と、低い職場の特徴を比較することで、その影響に
ついて実証的に論じることを目指した。ただしこの手法は、実証的な厳密性を担保できる一方
で、結果の一般化可能性に限界があるため、結果は慎重に解釈する必要がある。 
 
(3) 得られた結果に基づいた理論の精緻化 

最後に、上記研究から得られた結果や、我々が過去に取り組んだ日本における職場のダイバ
ーシティの研究から、「働き方のダイバーシティ」がもたらす心理的影響や、それを改善する手
法に関する理論モデル生成を試みた。その際、定量的情報だけでは不十分な点について、適宜
ヒアリング調査なども行って情報を補うことを目指した。 

また別途科学研究費助成事業の研究成果公開促進の支援を受けた、予算上の関係は直接ない
プロジェクトではあるが、テーマが類似のものとして、性別ダイバーシティに関する学術図書
の出版も並行して進めた（正木, 2019）。同研究プロジェクトも職場のダイバーシティを扱うと
いう点では共通性がみられることから、理論の精緻化に際して間接的に参照を行った。 
 
３．研究の方法 
 (1) 現代日本における「働く価値観」の測定方法の検討 

「働く価値観」に関連する既存の研究のレビューを行い（e.g., 心理的契約に関する研究（服



部, 2008）、労働価値観に関する研究（江口・戸梶, 2009））、企業の実務家と協議するとともに
項目の精査を行い、19 個の「働く価値観」に対して、「なくてはならないもの」と「あるとよ
りよいもの」をそれぞれ選ぶ形式の新たな質問項目を作成した。併せて、働くことに関連する
成果指標として、職務特性に関する質問（Morgeson & Humphrey, 2006; 森永・服部・麓・鈴木, 
2012）や、バーンアウト傾向（久保, 2014）、そして職務満足度などを質問紙に加えた。これら
の質問項目を用いて、ウェブ・リサーチ企業に調査を委託、従業員規模 50 名以上の企業に勤め
る、パート・アルバイト以外の 1500 人に対してアンケート調査を行った。データに対して探索
的因子分析と確認的因子分析を行ったほか、バーンアウト傾向や職務満足度、職務特性との関
係について、重回帰分析やパス解析などを用いて検討を試みた。 

 
(2) 上記質問項目を用いた企業調査 

企業調査に関しては、結果として、2つの調査・分析を行うことができた。 
第一に、2017 年度内に行った企業内アンケート調査の二次分析である。当初の研究計画には

含まれていなかった研究内容だが、私が私的に関係があった企業から、過去に同社内で行われ
たアンケート調査のローデータを、研究目的での各種条件を遵守したうえで二次分析に使用す
る許諾を得た。対象は日本に所在地を置く製造業企業であり、データ件数は 3500 件ほどだった。
データには、それぞれの回答者が所属する部署の ID のほか、8個の選択肢からその人が働く上
で重視するものを選ぶ質問や、昇進意欲、組織風土に対する認識などの変数が含まれていた。
そこで、部署ごとに上記「働く上で重視するもの」のばらつきを計算して「働き方のダイバー
シティ」（厳密には働く価値観のダイバーシティ）と定義、それが昇進意欲に及ぼす影響と、そ
の影響を調整する分析した。 

第二に、2018 年度末に、別の製造業企業において、従業員約 500 名を対象とした企業内アン
ケート調査を実施した。こちらは上記(1)で作成した質問項目の一部や、ワークエンゲージメン
トなどの質問を用いて質問紙を作成し、調査を実施した。ただし調査の実施が 1月末となり、
対象企業への結果のフィードバックが年度末に差し掛かったため、2019 年 5 月現在、学会発表
や投稿論文としては未発表であり、分析途上であるとともに、国際誌への論文投稿に向けた準
備中である。 

どちらも、主な仮説は「ダイバーシティを許容する組織風土が弱い部署では、働き方のダイ
バーシティが高いほど、モチベーションや昇進意欲が低下するだろう。逆に許容する組織風土
が強い部署では、上昇するだろう」というものであった。 
 
 (3) 得られた結果に基づいた理論の精緻化 

上記の通り、別途助成を受けたもので予算上の関連性はないが、テーマや参照すべき先行研
究が共通している研究プロジェクトとして、性別ダイバーシティに関する書籍の出版準備を行
った。価値観のダイバーシティに関する分析結果を含むことから、引用文献の一つとして参照
するとともに（正木, 2019）、分析に用いたフレームワーク（e.g., Harrison & Klein, 2007）
を援用するなど、理論の精緻化に際して間接的に参考とした。 

その他、ダイバーシティに関して社会心理学の文脈で行われた近年の研究や（e.g., 
Dwertmann, Nishii, & van Knippenberg, 2016; Roberson, Ryan, & Ragins, 2017; Shore, 
Cleveland, & Sanchez, 2018）、上記(2)の学会発表を行った際にフィードバックを受けて知っ
たワーク・ファミリー・インターフェースに関する研究（Karabik, Aycan, & Ayman, 2017）な
どを参照し、理論の整理を試みた。また上記結果を踏まえて、国際誌への投稿に向けて共同研
究者とともに執筆に従事した。 
 
４．研究成果 
(1) 現代日本における「働く価値観」の測定方法の検討 

働く価値観に関するすべての項目を同時に用いて、探索的因子分析、およびポリコリック相
関を用いた因子分析を行った。分析の結果、調査に用いた働く価値観に関する質問項目から 5
つの因子が抽出された。具体的な内容は次の通りである（表 1）。 

 
表 1. 「働く価値観」の質問項目に対する因子分析結果の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

また、上記 4因子間の平均値の単純な比較を行ったところ、「衛生要因（必須）」の因子得点
が最も多く、「柔軟さと自律の要求」の因子得点が最も低かった。このことは、日本国内で行わ

第1因子
動機づけ要因（必須）。例「共通の目標に向か
い一体感のある職場」が必須。

第2因子
動機づけ要因（希望）。例「会社での地位の高
さや、部下を多く持つこと」が希望。

第3因子 衛生要因（必須）。例「報酬の安定性」が必須。
第4因子 衛生要因（希望）。例「報酬の安定性」が希望。

第5因子
柔軟さと自律の要求。例「場所や時間の自由
度の高さ」が必須。



れた国民生活や働く人の意識調査において頻繁に見られる一般的な傾向とも一致しており、仕
事は「生活のため、収入のため」に行う人が多いと推測される。一方で、柔軟さや自律性、言
い換えれば近年の「働き方改革」で求められる柔軟な働き方を求める人は、皆無ではないもの
の、まだ需要が限られているか、あるいは限られた人（e.g., 育児や介護の必要がある人）に
のみ強い需要があるにとどまるため、全体の平均値は相対的に低かったのではないかと考えら
れる。 

加えて、こうした価値観のあり方が実際に働く人のメンタルヘルスなどにも影響しうる重要
な意義を持つことを示すために、バーンアウト傾向を従属変数、それぞれの働く価値観と職務
特性を独立変数、さらに両者の交互作用を含む重回帰分析を行った。分析の結果、まず仕事に
おいて「計画の立てやすい定型業務」を「希望」と回答したかどうかと、仕事の実際の自律性
の間には負の交互作用がみられた（β = -.10,  p < .01）。希望の有無ごとに群分けを行い、
単純傾斜の検定を行ったところ、「計画の立てやすい定型業務」を希望した人に限って、仕事の
自律性が増すと、実際にバーンアウト傾向が低下していた。 

このほかにも「一体感ある職場」を「必須」とした人には、実際の仕事の相互依存性が高ま
るとバーンアウト傾向が高まっていた一方で（交互作用のβ = .09, p < .05）、同項目を「希
望」としていた人は仕事の相互依存性が高まるとバーンアウト傾向が低まるという結果なども
みられた（交互作用のβ = -.10, p < .01）。 

これらの結果から、様々な価値観を「必須」と答えるか「希望」と答えるかの間には、仕事
に対する態度の違いが反映されていると考えられる。例えば、「必須」は既に得られているもの
を失うことへの懸念を、「希望」は一層の満足を得るために求めている現在はないものへの希求
を反映しているという解釈も考えられる。従って、どのような理由によって回答が分かれるの
かについては精査が必要だが、両者を区別して論じるべきであり、また「必須」を測定するの
か「希望」を測定するのかによって、異なるものを測定してしまうリスクがあることは推測で
きる。以後の結果においても上記内容に留意し、測定している働く価値観がどちらに近いもの
なのか、あわせて記載する。 
 
(2) 上記質問項目を用いた企業調査 

まず第 1 の調査（企業内調査データの二次分析）について述べる（詳細は Masaki & 
Muramoto(2018)を参照）。最初に、それぞれの部署ごとに働く価値観のばらつきを指標化し、働
き方のダイバーシティの変数として用いた（Blau’s Index; Blau(1977))。なおこの調査にお
ける働く価値観とは「現在の会社・組織で働いている目的」をたずねるものだったため、上記
(1)に照らせば、「必須」に近いものを測定していると解釈できる。これを踏まえて、①従属変
数を昇進意欲、②独立変数を上記働き方のダイバーシティと、③調整変数をダイバーシティを
許容する組織風土（「学歴や職歴に関係なく、能力のある社員に対し公平に登用の機会を与えて
いる」など）としたマルチレベル分析（GLMM）を行った。分析の結果、働き方のダイバーシテ
ィは昇進意欲を高めても低めてもいなかったが（γ = .99, n.s.）、働き方のダイバーシティと
組織風土の間の交互作用が統計的に有意になる傾向にあった（γ = 14.51, p < .10）。具体的
には、上記組織風土が強い部署では働き方のダイバーシティが昇進意欲を高めていたが、組織
風土が弱い部署では働き方のダイバーシティが昇進意欲を低めていた。このことから、働き方
のダイバーシティが高まる場合には、「多様な社員を公平に扱う」といった組織風土の醸成が従
業員の広義の働くモチベーションをいっそう左右しうるものと考えられる。 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

図 1. 働き方のダイバーシティと組織風土の交互作用のシミュレーション結果 
3 つの線は、それぞれ組織風土の得点が平均的な場合、±1SD の場合を指す。 

 
続いて第 2の調査においても、同様の内容を、異なる従属変数を用いて検討した。具体的に

は従属変数としてワークエンゲージメントを採用し、①働き方のダイバーシティがワークエン
ゲージメントにどのような影響を与えるか、②その影響を緩和・増幅する機能を組織風土が担
うか、という 2つの問いを検討した。働き方のダイバーシティとしては、上記(1)で作成した尺
度のうち「必須」に関する質問項目を用いたほか、中途採用者が多い企業で調査を行ったこと
から、前職の業界のダイバーシティもあわせて分析に用いた。総じて、第 1の調査と同様の内
容がみられており、組織風土の中でも多様な価値観の受容に関する側面を醸成することによっ
て、働き方のダイバーシティの影響が好転していた。ただし、こうした組織風土が弱い場合に



は、働き方のダイバーシティが高まることで、ワークエンゲージメントが低下しかねないとい
う結果が得られている。ただし調査の実施が年度末となったため、2019 年 5 月現在も上記関係
性については引き続き分析および国際誌への論文投稿の準備を進めている。 
 
 (3) 得られた結果に基づいた理論の精緻化 

上記結果を踏まえ、「働き方のダイバーシティ」の上昇という観点から「働き方改革」を捉え
た場合にどのようなことが考えられ、理論化とともに提言が可能であるかについて考察を行っ
た。その結果、働くことに対する価値観が多様化するという現象も、従来のダイバーシティ研
究の理論（Joshi & Roh, 2009; 正木, 2019; van Knippenberg & Mell, 2016; van Knippenberg 
& Schippers, 2007）から分析や理解ができる可能性が示唆されたと考えている（図 2）。 

つまり、「働き方改革」の推進によって働くことに対して多様な考え方を持つ人が一緒に働く
ようになると、場合によってはメンバーの働くことに対する広義のモチベーションを低下させ
かねないほか、昇進意欲の低下なども招きうる。また、本研究では研究の対象から除外したが、
石塚(2016)の事例でみられたような多様な働き方をする人同士の葛藤も、この延長線上にあり
うると解釈できるかもしれない。 

理論的な解釈にとどまるが、その背景には、「違う者」が同じ職場に混在することで、いわば
職場の一体感が損なわれやすいことがあると推測できる。これはダイバーシティに関して産
業・組織心理学や組織行動論の観点から行われた研究蓄積とも整合的であり（e.g., 正木, 
2019; van Knippenberg & Schippers, 2007）、議論の対象となる属性は違っても、理論には共
通性が高いことが示唆された。 

一方でこうしたいわば「負の可能性」を克服するためのマネジメント手法の一つとして、（働
き方の問題に限らず）多様な価値観を持つ人を受容し、また公平に扱い、特定の属性や特徴の
人を「ひいき」しない組織風土の醸成が重要になるのではないかとも考えられる。このように、
働き方が多様になることを手放しに歓迎し、また賞賛するのではなく、その負の側面にも目を
向けた上で適切なマネジメントを行うことが重要だと考えられる。 

ただし本研究の限界として主に次の点が残されていることにも留意が必要である。まず、特
に上記(2)の分析は 2つの企業を対象に行っただけのもので、日本または世界のあらゆる企業に
該当する、いわば万病の薬となるほどに一般化可能であるかは定かでない。また、本研究では
あくまでも「働く価値観」のダイバーシティを取り上げており、客観的な雇用形態や労務管理
状況のダイバーシティを扱ったものではない点にも限界がある。今後の研究ではこうした課題
を克服するために、例えばテレワークを使用している人とそうでない人が混在している企業を
数多く対象として調査を実施するなど、データの補強が必要になると考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2.働き方のダイバーシティに関する理論モデル図の概略 
矢印は影響関係の有無を指す。 
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